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政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

リース取引の会計処理
リース料総額が3,000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた
会計処理によっている。また、リース料総額が3,000千円未満のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
なお、リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース取引の未経過リース
料は以下のとおり。

貸借対照表日後1年を超えるリース期間に係る未経過リース料：3,111,834円
貸借対照表日後1年以内のリース期間に係る未経過リース料：1,797,312円

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

決算日における10 年もの国債(新発債)の利回りは0.031%であったが、「国立大学法人等業務実施コスト計
算書における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」(令和2年4月10日付け2文科高第53 号)に基
づき、0.005%で計算している。

消費税等の会計処理

貸借対照表

運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額は140,114,835円である。

運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は1,945,843,521円である。

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してい
ない。

近隣の地代や賃借料を参考に計算している。

なお、共同研究、受託研究及び受託事業等収入により取得したものについては当該研究期間を耐用年数
としている。

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等
（国立大学法人会計基準第90）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰
余金から控除して表示している。

定額法を採用している。
法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいている。

徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準
将来の徴収不能及び貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権
及び破産更生債権等については、個別に債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上している。

賞与引当金及び見積額の計上基準

国等の財産の無償使用による賃借取引の機会費用の計算方法

賞与については、翌期以降の運営費交付金による財源措置がなされるため、賞与引当金は計上していない。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞
与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した額を計上している。

退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第35 に基づき計
算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上し
ている。

環境対策引当金に係る引当計上基準

国立大学法人会計基準

　国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」（国立大学法人会
計基準等検討会議 平成30年6月11日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関
する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成31年1月31日最終改訂））を適用して、財務諸表を作成して

る

無形固定資産

重要な会計方針
運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

原則として、期間進行基準を採用している。
なお、「特殊要因経費」等に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い、業務達
成基準あるいは費用進行基準を採用している。

減価償却の会計処理方法
有形固定資産

定額法を採用している。
耐用年数については法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数は以下のとおりで
ある。

建物 : 2～49年
構築物 : 2～60年
機械装置 : 4～17年
工具器具備品 : 2～15年
船舶 : 2～5年
車両運搬具 : 5～8年

【　国立大学法人北見工業大学　】
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1,132,464,205円
▲     10,000,000円

1,122,464,205円

２

３

Ⅳ
１ 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当法人は、資金運用については預金、国債等に限定している。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

２ 金融商品の時価等に関する事項

(単位：円)

貸借対照表計上額(*1) 時価 (*1) 差額 (*1)

(1)現金及び預金 1,122,464,205 1,122,464,205 -

(2)未払金 (436,184,880) (436,184,880) -

(3)リース債務 (98,746,388) (99,896,622) (1,150,234)

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示している。

（注）金融商品の時価の算定方法
(1) 現金及び預金

(2) 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっている。

(3)リース債務

Ⅴ

(単位：円)

当期増減額 当期末残高

-13,915,309 483,416,927 640,260,231

（注1）

（注2）

13,915,309円
（注3）

定期預金
資金期末残高

重要な非資金取引

現金及び預金

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

当期末の時価は、土地については「財産評価基準書」に基づいて当法人で算定した金額（指標等を用
いて調整を行ったものを含む。）であり、建物等については、令和元年度末の帳簿価額（貸借対照表計
上額）である。

賃貸等不動産関係

　当法人は、学生寄宿舎を有している。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次
のとおりである。

当期末の時価

当期増減額のうち主な増減額は次のとおりである。
　　除却及び減価償却による減少

前期末残高

貸借対照表計上額

497,332,236

キャッシュ・フロー計算書
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

ファイナンス・リースによる資産の取得　：－円
寄附受けによる資産の取得　：21,237,294円

科学研究費補助金等の記載方法

金融商品関係

重要な資産除去債務の計上　：8,871,500円

科学研究費補助金等支出、科学研究費補助金等収入については、純額表示している。

資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条及び国立大学法人法
第34条の3第2項の規程に基づき、預金のみを保有しており株式等は保有していない。

資金運用については、大口定期預金による運用を行い、元本の保全に努めることを最優先し、適切なリスク管
理を実施している。
未払金は、そのほとんどが1ヶ月以内の支払期日である。
ファイナンスリース取引に係るリース債務の償還日は、決算日後最長4年である。
資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）については、適時に資金計画を作
成・更新し、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理している。

元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方
法により算定している。

【　国立大学法人北見工業大学　】
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１ 石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去及び土地の使用貸借契約に伴う原状回復義務である。

２

３ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 14,073,112円

有形固定資産の取得に伴う増加額 8,871,500円

時の経過による調整額 60,676円

資産除去債務の履行による減少額 ▲     6,854,760円

その他増減額 0円

期末残高 16,150,528円

Ⅷ
１

２

３

独立行政法人大学改革支援・学位授与
機構への納付額の算定に当たり譲渡収
入より控除した費用の額

1,000,000円

独立行政法人大学改革支援・学位授与
機構への納付額

6,855,250円

独立行政法人大学改革支援・学位授与
機構への納付が行われた年月日

令和2年3月31日

減資額 2,193,000円

名称 屈斜路研修所

譲渡した土地の帳簿価額及びその概要
帳簿価額：2円
面積：3,300.06㎡
所在地：北海道川上郡弟子屈町字美留和1番545

譲渡理由
著しい老朽化と利用率の低迷により、当該研修所を廃止し、土地を譲渡する
ことを決定したため。

譲渡収入の額 14,710,500円

重要な後発事象
該当事項なし

その他

重要な債務負担行為
該当事項なし

退職給付に係る注記
採用している退職給付制度の概要

　当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用している。当該制度では、給与と
勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算している。

資産除去債務関係

アスベスト除去に係る資産除去債務の算定は、支出額を見積もっている。なお、アスベスト除去に係る建物の耐用
年数は到来済である。
原状回復義務に係る資産除去債務の算定は、使用見込期間を1年～31年と見積もり、割引率は0～0.841％を使
用して資産除去債務の金額を計算している。

土地の減少に伴う資本金の減少

【　国立大学法人北見工業大学　】


